
第２次習志野市水道事業経営戦略の概要 
 

 

 

 １．経営戦略とは 【本編：Ｐ１】 

【改定の趣旨】 

本市では、令和２（2020）年度から令和１１（2029）年度までを計画期間とする「習志野市水道事業経営戦略」に基づき、現

在まで、安全・安心な水道水の安定供給及び健全経営に努めてきました。その後、内閣府からは「新経済・財政再生計画改革行程

表 2021」が示され、経営戦略の改定率を令和７（２０２５）年度までに１００％とすることとしています。また、現行の経営戦略策定

から４年が経過した中で、GXや DXの推進といった社会的要請の高まり、物価高騰、円安など、様々な社会情勢、経営環境が変

化しています。 

そこで、現行の経営戦略の取組状況を踏まえつつ、時代に即した内容や質を高めていくための見直しを行い、新たな計画期間と

なる経営戦略を策定したものです。 

 

 

【計画期間】 令和６（２０２４）年度～令和１５（２０３３）年度（１０年間） 

 

 

３．基本方針と主要施策 【本編：Ｐ２４】 

令和１５（２０３３）年度までに、３つの基本方針を掲げ、以下の施策に取り組みます。 

基本方針 主要施策 

（１） 安全な水道水の供給 ① 水源の確保 

    ② 水質検査体制の充実 

    ③ 水道管の洗浄作業 

  ④ 貯水槽水道の適正管理と直結給水の促進 

  ⑤ 施設の計画的な更新・維持管理 

（２） 持続可能な経営 ① 定員管理適正化 

    ② 人材育成と技術継承の推進 
  ③ 料金の支払方法の多様化 

    ④ 地域福祉への貢献 

    ⑤ ＩＣＴを活用したお客さまの利便性の向上 

    ⑥ 様々な媒体を活用した広報活動の実施 

  ⑦ 脱炭素への取組 

（３） 災害に強く、たくましい水道 ① 水道管の耐震化の推進 

  ② 水道施設の耐震化の推進 

  ③ 災害時対応の強化、関係機関との相互協力 

 

２．将来の経営環境 【本編：Ｐ１８】 

（１）給水人口の推計 

給水人口：令和６（２０２４）年度の約１１万２千人をピークに令和４５（２０６３）年度には約１０万人に減少（△１０％）する見込み 

 
（２）有収水量と給水収益 

節水機器の普及や節水意識の浸透及び給水人口の減少により 

有収水量：令和６（２０２４）年度の約１，１６２万５千㎥をピークに令和４５（２０６３）年度には約１，０５８万㎥に減少（△９％）する

見込み 

給水収益：令和６（２０２４）年度１６億８千万円をピークに令和４５年（２０６３）度には約１５億円に減少（△１１％）する見込み 

95,000

100,000

105,000

110,000

115,000

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1

0

R
1

1

R
1

2

R
1

3

R
1

4

R
1

5

R
1

6

R
1

7

R
1

8

R
1

9

R
2

0

R
2

1

R
2

2

R
2

3

R
2

4

R
2

5

R
2

6

R
2

7

R
2

8

R
2

9

R
3

0

R
3

1

R
3

2

R
3

3

R
3

4

R
3

5

R
3

6

R
3

7

R
3

8

R
3

9

R
4

0

R
4

1

R
4

2

R
4

3

R
4

4

R
4

5

給水人口の推計（人）

～ 基 本 理 念 ～ 
「ガス・水道・下水道を通じて このまちのくらしを支え 未来へつなぐ」 

４．投資・財政運営の方向性と取組 【本編：Ｐ５７】 

１０年間の中期的な計画を策定するにあたり、長期的な視野に立ち将来における建設投資や収支等を見据えた上で経営

健全化の取組を検討する必要性から、収支見通し及び建設投資計画については、４０年間の見通しを示しています。 

【経営健全化の取組】 

・第３給水場の廃止 

・浄水施設の統廃合（第１給水場の浄水機能を廃止し、浄水機能は第２給水場浄水施設へ統合） 

・料金改定 

（１）建設投資計画 

今後４０年間において、第３給水場の廃止や浄水施設の統廃合等の取組を反映した結果、本経営戦略計画期間の１０

年間で約１４５億円（建設投資計画期間の４０年間では約６９５億円）の建設投資を見込んでいます。 

 
（２）収支見通し 

水道事業における計画期間の１０年間の収支は、料金改定を含めた経営健全化の取組等により、中期的な更新財源や収

支均衡（黒字）を確保していく見通しを立てています。 

 
【料金改定の考え方】 

将来における水道管路などの給水に必要な施設の更新財源を確保するために必要な料金改定について、検討していま

す。（公益社団法人）日本水道協会の手引きに基づき算出した結果、令和７（２０２５）年度には水道料金を＋４１.２％ 

（収益約６．８８億円/年増）改定する必要があると試算されました（令和４（２０２２）年度決算）。収支見通しは、料金改

定を二段階で行った場合を示しています。 

実際の料金改定における具体的な改定率等については、令和５（２０２３）年度に設置した「習志野市水道料金のあり方

に関する懇話会」等の意見を踏まえた上で、市議会に提案し決定することとします。 
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建設投資の推移

管路投資額 その他設備投資額

R8～R１３ 第２給水場浄水施設更新：約20.6億円

（百万円）

R8～R１１ 局舎更新：約４.4億円

R２２ 遠方監視制御

装置更新：約6.2億円

R２５～R２７ 第２給水場１号・

２号配水池更新：約13.2億円

R３４～R３６ 第２給水場

南側更新：約53.3億円

Ｒ36 遠方監視制御

装置更新：約7.3億円
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千千

収益的収支・純損益の推移

事業収益 事業費用 純損益

（収益的収支）

（百万円）

（純損益）

（百万円）

料金改定（＋約２０％）

料金改定（再算定）
計画期間 改定率・改定時期は暫定です


